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平成30年３月期の業績について（ご参考資料） 



１．平成30年３月期の業績（単体） 

単体 コア業務純益の増減要因 

連結 

本業の収益を示すコア業務純益は、預り資産販売等の役務取引等収益が増加したことなどにより、前期比5億31百万円増加して13億
10百万円となりました。 
経常収益は利息配当金を含めた有価証券関係収益の減少などにより、前期比3億55百万円減少して123億31百万円となりました。 
経費は、勘定系システムの移行に係る一時費用の減少や経費削減効果に伴う物件費の減少などにより、前期比7億65百万円減少し
て85億83百万円となりました。 
その結果、経常利益は、前期比2億31百万円減少して16億63百万円、当期純利益は前期比1億2百万円減少して12億73百万円と
なりました。 

(参考） 

(単位：百万円） 

貸出金
利息 

有価証券
利息 

預金
利息 

役務
収益 

役務
費用 

減少 
要因 

増加 
要因 

その他 

（単位：百万円） 
  

平成30年3月期 
 

平成29年3月期 
 

平成29年3月期比 

額 率 

経 常 収 益 13,576 13,948 △ 372 △2.7％ 

経 常 利 益 1,710 2,017 △ 307 △15.2％ 

親 会 社 株 主 
に 帰 属 す る 
当 期 純 利 益 

1,298 1,462 △ 164 △11.2％ 

経費 

29/3期 
実績 

  (単位：百万円) 

                       期別 
区分 29/3期 30/3期 増減 

経 常 収 益 12,686 12,331 △ 355 

業 務 粗 利 益 10,169 9,211 △ 958 

  資 金 利 益 8,415 8,069 △ 346 

  役 務 取 引 等 利 益 1,609 1,812 202 

  そ の 他 業 務 利 益 144 △ 670 △ 815 

    
うち国債等債
券 損 益  

40 △ 683 △ 723 

経 費 （ 除 く 臨 時 処 理 分 ） 9,349 8,583 △ 765 

一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ① - - - 

業 務 純 益 819 627 △ 192 
コ ア 業 務 純 益 779 1,310 531 
臨 時 損 益 1,074 1,036 △ 38 

  う ち 不良債権処理額② 56 38 △ 17 
  う ち 株 式 等 関 係 損 益 218 208 △ 9 
  う ち そ の 他 臨 時 損 益 913 865 △ 47 

    
貸倒引当金
戻入益等③ 

289 216 △ 72 

経 常 利 益 1,894 1,663 △ 231 
特 別 損 益 △ 624 △ 66 557 
税 引 前 当 期 純 利 益 1,270 1,596 326 

当 期 純 利 益 1,375 1,273 △ 102 

  

与 信 関 連 費 用 （ ① + ② - ③ ） △ 233 △178 54 
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２．貸出金の状況(単体) 

貸出金残高は、法人向け貸出や住宅ローンを中心に個人向け貸出が増加したことなどから、前期末比305億円増加して5,197億
円となりました。 

（億円） 

（注）勘定系システムの更改（平成28年5月）に伴い、平成28年度より貸出金に係る区分表示及び定義について、一
部変更を行っております。 

[新定義] 

「住宅ローン」･････アパートローンを除外 

「消費者ローン」・・・・・従来含めていなかった消費性資金（総合口座貸越等）を追加 

（億円） 

貸出金残高の推移 個人ローン残高の推移 

1,516 
1,562 

1,604 

1,500 

1,587 
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３．預金、預り資産の状況（単体） 

総預金（譲渡性預金を含む）残高は、法人預金が増加したこ
となどから、前期末比121億円増加して7,537億円となりまし
た。 

（億円） （億円） 

預り資産残高は、基準価額の下落を要因として、投資信託
残高が減少したことなどから、前期末比26億円減少して
1,125億円となりました。 

総預金残高の推移 預り資産残高の推移 



４．有価証券の状況（単体） 

（億円） 

有価証券残高の推移 

有価証券残高は、前期末比12億円増加して2,263億円となりました。 

2,263 
2,250 

2,349 
2,445 

2,369 
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５．自己資本の状況 

自己資本比率は、貸出金残高の増加に伴いリスク・アセットが増加したことにより、前期末比連結で0.67ポイント、単体で同0.64

ポイント低下し、連結で9.19％、単体で8.88％となりました。 

（億円） 
  （単位：百万円） 

  
単体 連結 

平成30年3月末 平成30年3月末 

  （１） 
自 己 資 本 比 率 
（ （ ４ ） / （ ５ ） ） 

  8.88% 9.19% 

  （２） 
コ ア 資 本 に 係 る 
基 礎 項 目 の 額 

  35,473  37,119  

  （３） 
コ ア 資 本 に 係 る 
調 整 項 目 の 額 

  1,443 1,504 

  （４） 
自 己 資 本 の 額 
（ （ ２ ） - （ ３ ） ） 

  34,030  35,614  

  （５） 
リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等 の 額 
の 合 計 額 

  383,077  387,420  

  （６） 
総 所 要 自 己 資 本 額 
（ （ ５ ） × ４ ％ ） 

  15,323  15,496  

自己資本の推移 
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６．開示債権の状況（単体） 

金融再生法による開示債権額（単体）は、前期末比6億円増加して131億円、開示債権比率（単体）は、0.04ポイント低下して
2.50％となりました。 

（億円） 

開示債権額・開示債権比率の推移 
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７．経費の状況（単体） 

経費は、勘定系システムの移行に係る一時費用の減少や経費削減効果に伴う物件費の減少などにより、前期比7億円減少し85億円と
なりました。 

(注）経費は臨時処理分を除く。 

（億円） 

85 

93 
89 

85 
80 



８．平成3１年３月期の業績見通し 

※連結当期純利益は、親会社株主に帰属するものです。 

（単位：百万円） 

  
平成30年3月期実績 平成31年3月期見通し 

連結 単体 連結 単体 

経 常 収 益 13,576 12,331 12,600 11,400 

経 常 利 益 1,710 1,663 1,100 1,000 

当 期 純 利 益 1,298 1,273 1,000 1,000 

1 株 当 た り 当 期 純 利 益 ( 円 ) 102.43 100.46 78.90 78.90 

1 株 当 た り 配 当 額 ( 円 ) 30.00 （予定） 30.00（予定） 

平成31年3月期の業績見通し（連結）につきましては、経常収益は126億円、経常利益は11億円、当期純利益は10億円を予想しており
ます。なお、平成31年3月期の期末配当につきましては、1株当たり30円とさせていただく予定です。 

※平成29年10月1日をもちまして、普通株式10株を1株の割合で株式併合いたしました。 

※将来の業績に関わる記述が含まれています。こうした記述は将来の業績を保証するものではなく、リスクや不確実性を内包するものです。将来の
業績等は、今後さまざまな要因によって予想数値と異なる可能性があることにご留意くださるようお願いします。 

8 


